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滋賀県職員退職手当条例の－部を改正する条例案

上記の議案を提出する。

平成20年12月３日

滋賀県知事嘉田由紀子

滋賀県職員退職手当条例の一部を改正する条例

滋賀県職員退職手当条例（昭和28年滋賀県条例第24号）の一部を次のように改正する。

付則第26項および第27項を次のように改める。

2６滋賀県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成20年滋賀県条例第号）の施行の日か

ら平成22年３月31日までの問に退職した者（定年条例第３条の規定により定年が年齢60年とさ

れている者のうち、その者の非違によることなく勧奨を受けて退職した者であって、任命権者

が知事の承認を得たものに限る。）であって、その勤続期間が20年以上であり、かつ、その退

職の日における年齢が45年以上54年以下であるもの（第５条の３に規定する者を除く。）に対

する第４条第１項、第５条第１項、第５条の２第１項、第６条、第６条の２および付則第22項

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

０

部
を
改
正
す
る
条
例
案

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第４条第１項 という。）に という。）および退職日給料月額に

年齢60年と退職の日以後の最初の３

月３１日におけるその者の年齢との差

に相当する年数１年につき１００分の

2を乗じて得た額の合計額に

第５条第１項 退職日給料月額 退職日給料月額および退職日給料月

額に年齢60年と退職の日以後の最初

の３月３１日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき１００

分の２を乗じて得た額の合計額

第５条の２第１項

第１号

および特定減額前給料月

額

ならびに特定減額前給料月額および

特定減額前給料月額に年齢６０年と退

職の日以後の最初の３月３１日におけ

るその者の年齢との差に相当する年

数１年につき１o０分の２を乗じて得

た額の合計額
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皿
号 第5条の2第１項|退職日給料月額に第２号

退職日給料月額および退職日給料月

額に年齢60年と退職の日以後の最初

の３月３１日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき１００

分の２を乗じて得た額の合計額に、

滋
賀
県
職
員
退
職
手
当
条
例
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第5条の’第1項｜前号に掲げる額第２号イ

その者が特定減額前給料月額に係る

減額日のうち最も遅い日の前日に現

に退職した理由と同一の理由により

退職したものとし、かつ、その者の

同日までの勤続期間および特定減額

前給料月額を基礎として、前３条の

規定により計算した場合の退職手当

の基本額に相当する額部
を
改
正
す
る
条
例
案

第６条 第３条から第５条まで 付則第26項の規定により読み替えて

適用する第４条第１項および第５条

第１項

退職日給料月額 退職日給料月額および退職日給料月

額に年齢60年と退職の日以後の最初

の３月３１日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき１００

分の２を乗じて得た額の合計額

第６条の２ 第５条の２第１項の 付則第26項の規定により読み替えて

適用する第５条の２第１項の

同項第２号イ 付則第26項の規定により読み替えて

適用する同条第１項第２号イ

同項の 付則第26項の規定により読み替えて

適用する同条第１項の

第６条の２第１号 特定減額前給料月額 特定減額前給料月額および特定減額

前給料月額に年齢60年と退職の日以

後の最初の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１年に

つき100分の２を乗じて得た額の合

計額

第６条の２第２号 特定減額前給料月額 特定減額前給料月額および特定減額

前給料月額に年齢60年と退職の日以

後の最初の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１年に

つき１００分の２を乗じて得た額の合

計額

第５条の２第１項第２号

イ

付則第26項の規定により読み替えて

適用する第５条の２第１項第２号イ

および退職日給料月額｜ならびに退職日給料月額および退職
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２７平成22年４月１日から平成23年３月３１日までの間に退職した者（定年条例第３条の規定によ

り定年が年齢60年とされている者のうち、その者の非違によることなく勧奨を受けて退職した

者であって、任命権者が知事の承認を得たものに限る。）であって、その勤続期間が20年以上

であり、かつ、その退職の日における年齢が45年以上54年以下であるもの（第５条の３に規定

する者を除く。）に対する第４条第１項、第５条第１項、第５条の２第１項、第６条、第６条

の２および付則第22項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

部
を
改
正
す
る
条
例
案

」
日給料月額に年齢60年と退職の日以

後の最初の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１年に

つき１００分の２を乗じて得た額の合

計額

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替えろ字句

第４条第１項 という。）に という。）および退職日給料月額に

年齢60年と退職の日以後の最初の３

月３１日におけるその者の年齢との差

に相当する年数１年につき１００分の

lを乗じて得た額の合計額に

第５条第１項 退職日給料月額 退職日給料月額および退職日給料月

額に年齢60年と退職の日以後の最初

の３月３１日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき１００

分の１を乗じて得た額の合計額

第５条の２第１項

第１号

および特定減額前給料月

額

ならびに特定減額前給料月額および

特定減額前給料月額に年齢60年と退

職の日以後の最初の３月31日におけ

るその者の年齢との差に相当する年

数１年につき１００分の1を乗じて得

た額の合計額

第５条の２第１項

第２号

退職日給料月額に、 退職日給料月額および退職日給料月

額に年齢60年と退職の日以後の最初

の３月３１日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき１００

分の１を乗じて得た額の合計額に、

当該害Ｉ合 当該付則第26項の規定により読み替

えて適用する同号イに掲げる割合

付則第22項 第３条から第５条の３ま

で

付則第26項の規定により読み替えて

適用する第４条第１項、第５条第１

項および第５条の２第１項
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その者が特定減額前給料月額に係る

減額日のうち最も遅い日の前日に現

に退職した理由と同一の理由により

退職したものとし、かつ、その者の

同日までの勤続期間および特定減額

前給料月額を基礎として、前３条の

規定により計算した場合の退職手当

の基本額に相当する額

第5条の2第傾｜前号に掲げる額第２号イ

付則第27項の規定により読み替えて

適用する第４条第１項および第５条

第１項

第６条 第３条から第５条まで

退職日給料月額および退職日給料月

額に年齢60年と退職の日以後の最初

の３月３１日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数１年につき１００

分の１を乗じて得た額の合計額

退職日給料月額部
を
改
正
す
る
条
例
案 付則第27項の規定により読み替えて

適用する第５条の２第１項の

第５条の２第１項の第６条の２

付則第27項の規定により読み替えて

適用する同条第１項第２号イ

同項第２号イ

付則第27項の規定により読み替えて

適用する同条第１項の

同項の

特定減額前給料月額および特定減額

前給料月額に年齢60年と退職の日以

後の最初の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１年に

つき１o０分の１を乗じて得た額の合

計額

特定減額前給料月額第６条の２第１号

特定減額前給料月額および特定減額

前給料月額に年齢60年と退職の日以

後の最初の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１年に

つき１００分の１を乗じて得た額の合

計額

特定減額前給料月額第６条の２第２号

付則第27項の規定により読み替えて

適用する第５条の２第１項第２号イ

第５条の２第１項第２号

イ

ならびに退職日給料月額および退職

日給料月額に年齢60年と退職の日以

後の最初の３月３１日におけるその者

の年齢との差に相当する年数１年に

つき100分の１を乗じて得た額の合

計額

および退職日給料月額
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付則

１この条例は、公布の日から施行する。

２滋賀県職員退職手当条例の一部を改正する条例（昭和48年滋賀県条例第33号）の一部を次の

ように改正する。

付則第40項を次のように改める。

４O滋賀県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成20年滋賀県条例第号）の施行の日

から平成22年３月３１日までの間に退職した者（滋賀県職員の定年等に関する条例（昭和59年

滋賀県条例第５号）第３条の規定により定年が年齢60年とされている者のうち、その者の非

違によることなく勧奨を受けて退職した者であって、任命権者が知事の承認を得たものに限

る。）であって、その勤続期間が20年以上であり、かつ、その退職の日における年齢が45年

以上54年以下であるもの（新条例第５条の３に規定する者を除く。）に対する付則第５項の

規定の適用については、同項中「新条例第３条から第５条の３までの」とあるのは、「滋賀

県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成20年滋賀県条例第号）による改正後の滋

賀県職員退職手当条例付則第26項において読み替えて適用される同条例第４条第１項、第５

条第１項および第５条の２第１項の」とする。

付則に次の１項を加える。

４１平成22年４月１日から平成23年３月３１日までの問に退職した者（滋賀県職員の定年等に関

する条例第３条の規定により定年が年齢60年とされている者のうち、その者の非違によるこ

となく勧奨を受けて退職した者であって、任命権者が知事の承認を得たものに限る。）であ

って、その勤続期間が20年以上であり、かつ、その退職の日における年齢が45年以上54年以

下であるもの（新条例第５条の３に規定する者を除く。）に対する付則第５項の規定の適用

については、同項中「新条例第３条から第５条の３までの」とあるのは、「滋賀県職員退職

手当条例の一部を改正する条例（平成20年滋賀県条例第号）による改正後の滋賀県職員退

職手当条例付則第27項において読み替えて適用される同条例第４条第１項、第５条第１項お

よび第５条の２第１項の」とする。

３滋賀県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成18年滋賀県条例第78号）の一部を次の

ように改正する。

付則に次の見出しおよび２項を加える。

（平成20年新条例に関する経過措置）

ｌ７滋賀県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成20年滋賀県条例第号）の施行の日

部
を
改
正
す
る
条
例
案

当該割合 当該付則第27項の規定により読み巷

えて適用する同号イに掲げる割合

付則第22項 第３条から第５条の３ま

で

付則第27項の規定により読み替えて

適用する第４条第１項、第５条第１

項および第５条の２第１項



６

議
第
川
号
滋
賀
県
職
員
退
職
手
当
条
例
の

から平成22年３月３１日までの問に退職した者（滋賀県職員の定年等に関する条例（昭和59年

滋賀県条例第５号）第３条の規定により定年が年齢60年とされている者のうち～その者の非

違によることなく勧奨を受けて退職した者であって、任命権者が知事の承認を得たものに限

る。）であって、その勤続期間が20年以上であり、かつ、その退職の日における年齢が45年

以上54年以下であるもの（新条例第５条の３に規定する者を除く。）に対する付則第２項お

よび第４項の規定の適用については、付則第２項中「付則第６項」とあるのは「滋賀県職員

退職手当条例の一部を改正する条例（平成20年滋賀県条例第号）による改正後の滋賀県職

員退職手当条例（以下「平成20年新条例」という。）付則第26項、付則第６項」と、付則第

４項中「退職した場合」とあるのは「退職した場合（平成20年新条例付則第26項の規定の適

用を受ける場合を除く。）」とする。

１８平成22年４月１日から平成23年３月３１日までの間に退職した者（滋賀県職員の定年等に関

する条例第３条の規定により定年が年齢60年とされている者のうち、その者の非違によるこ

となく勧奨を受けて退職した者であって、任命権者が知事の承認を得たものに限る。）であ

って、その勤続期間が20年以上であり、かつ、その退職の日における年齢が45年以上54年以

下であるもの（新条例第５条の３に規定する者を除く。）に対する付則第２項の規定の適用

については、同項中「付則第６項」とあるのは、「滋賀県職員退職手当条例の一部を改正す

る条例（平成20年滋賀県条例第号）による改正後の滋賀県職員退職手当条例付則第27項、

付則第６項」とする。

部
を
改
正
す
る
条
例
案
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滋賀県公立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案

上記の議案を提出する。

平成20年12月３日

滋賀県知事嘉田由紀子

滋賀県公立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

滋賀県公立学校職員の給与に関する条例（昭和32年滋賀県条例第28号）の一部を次のように改

正する。

第19条の３第２項中「20,200円」を「15,900円」に改める。

付則

この条例は、平成21年１月１日から施行する。
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滋賀県学校職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例案

上記の議案を提出する。

平成20年12月３日

滋賀県知事嘉 田由紀子

滋賀県学校職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

滋賀県学校職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和31年滋賀県条例第48号）の一部を次のよう

に改正する。

第４条第２項第１号中「３，２００円」を「６，４００円」に改め、同項第２号中「３，０００円」を

「６，０００円」に改め、同項第３号中「１，５００円」を「３，０００円」に、「3,000円」を「６，０００円」

に改め、同項第４号中「2,000円」を「3,400円」に改め、同項第５号中「1,700円」を「3,400円」

に改め、同項第６号中「1,400円」を「2,400円」に改める。

付則

この条例は、公布の日から施行し、改正後の滋賀県学校職員の特殊勤務手当に関する条例の規

定は、平成20年10月１日から適用する。

部
を
改
正
す
る
条
例
案


